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工場の立地選択に対する工場の立地選択に対する
交通社会資本の影響交通社会資本の影響
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本日の発表内容本日の発表内容

１．研究の１．研究の背景と背景と目的目的

２．製造業の物流動向２．製造業の物流動向

３．工場の立地３．工場の立地選択選択要因要因

４．実証分析４．実証分析

５．まとめ５．まとめに代えてに代えて
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本日の発表内容本日の発表内容

１．研究の１．研究の背景と背景と目的目的

２．製造業の物流動向２．製造業の物流動向

３．工場の立地選択要因３．工場の立地選択要因

４．実証分析４．実証分析

５．まとめに代えて５．まとめに代えて
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研究の背景研究の背景

①① 産業構造の変化と地域経済産業構造の変化と地域経済

●● 工場の海外移転と海外工場との水平分業工場の海外移転と海外工場との水平分業
⇒⇒ 国内の産業空洞化国内の産業空洞化

●● 地方にとって製造業（工場）の経済効果は大きい地方にとって製造業（工場）の経済効果は大きい
⇒⇒ 工場誘致は重要な政策課題の１つ工場誘致は重要な政策課題の１つ

②② 社会資本投資の評価社会資本投資の評価

●● 昨今の公共投資に対する批判の高まり昨今の公共投資に対する批判の高まり

●● 交通社会資本の間接効果交通社会資本の間接効果
⇒⇒ 新規立地による生産増、所得・雇用への貢献新規立地による生産増、所得・雇用への貢献
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研究内容と目的研究内容と目的

●● 社会資本投資が地域の社会資本投資が地域のGDPGDP上昇に寄与上昇に寄与
⇒⇒ ミクロな分析（企業ミクロな分析（企業、産業、産業から見た交通）から見た交通）

出典）産業連関表出典）産業連関表20002000

⇒⇒ 両産業で輸出額の約両産業で輸出額の約47%47%

電機電機機械機械 輸送機械輸送機械 その他その他

研究対象：電気機械・自動車産業研究対象：電気機械・自動車産業

27%27% 20%20%

交通社会資本交通社会資本が、が、国内の工場国内の工場の新規立地の新規立地場所場所

の選択にの選択にどのどの程度、程度、影響を影響を与えているか与えているか？？
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本日の発表内容本日の発表内容

１．研究の１．研究の背景と背景と目的目的

２．製造業の物流動向２．製造業の物流動向

３．工場の立地３．工場の立地選択選択要因要因

４．実証分析４．実証分析

５．まとめ５．まとめに代えてに代えて
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本日の発表内容本日の発表内容

２．製造業の物流動向２．製造業の物流動向

・・ どの様な産業、市場と取引しているのか？どの様な産業、市場と取引しているのか？

・・ 国内物流の輸送手段は？国内物流の輸送手段は？

・・ 輸出と輸入のウエイト、輸送手段は？輸出と輸入のウエイト、輸送手段は？

・・ 総費用に占める物流費の割合は？総費用に占める物流費の割合は？

⇒⇒ 産業連関表、物流センサス等で分析産業連関表、物流センサス等で分析
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88産業連関表産業連関表

産業間の取引、産業間の取引、購入時に購入時に利用した利用した

交通機関交通機関がが金額金額ベースで分かるベースで分かる

政府政府

家計家計

輸出輸出

購入先購入先 販売先販売先

産業産業

AA産業産業

2.1   IO2.1   IOからみた製造業物流からみた製造業物流
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購入先の取引額内訳
（32部門 2000年）

購入先の取引額内訳
（32部門 20002000年年）

出典）産業連関表出典）産業連関表20002000

0%0%

20%20%

40%40%

60%60%

80%80%

100%100%

同一産業同一産業

間取引間取引

その他その他

製造業製造業

その他その他

産業産業

金属金属
製品製品

一般一般
機械機械

電機電機
機械機械

輸送輸送
機械機械

精密精密
機械機械

電機機械電機機械、、輸送機械輸送機械はは同一産業内取引が同一産業内取引が多い多い
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購入先の交通支出
（旅客と貨物の割合）

購入先の交通支出
（旅客と貨物の割合）

出典）産業連関表出典）産業連関表・国内貨物運賃表・国内貨物運賃表

0%0%

20%20%

40%40%

60%60%

80%80%

100%100%

s55s55 h2h2 h12h12

金属製品金属製品

s55s55 h2h2 h12h12

一般機械一般機械

s55s55 h2h2 h12h12

電気機械電気機械

s55s55 h2h2 h12h12

輸送機械輸送機械

s55s55 h2h2 h12h12

精密機械精密機械

旅客旅客

貨物貨物

旅客支出は電機機械が旅客支出は電機機械が440%0%弱、輸送機械が弱、輸送機械が1010%%強強
注注））貨物には自家輸送を含む貨物には自家輸送を含む
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購入先の交通支出項目
（貨物 2000年）

購入先の交通支出項目
（貨物 2000年）

0%0%

20%20%

40%40%

60%60%

80%80%

100%100%

金属金属
製品製品

一般一般
機械機械

電機電機
機械機械

輸送輸送
機械機械

精密精密
機械機械

道路貨物道路貨物

海運貨物海運貨物

倉庫・梱包倉庫・梱包

道路貨物が多いが、電機機械は倉庫・梱包が道路貨物が多いが、電機機械は倉庫・梱包が

、輸送機械は海運が比較的多い、輸送機械は海運が比較的多い
出典）産業連関表出典）産業連関表・国内貨物運賃表・国内貨物運賃表注注））道路貨物には自家輸送を含む道路貨物には自家輸送を含む
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購入先の交通支出項目
（旅客 2000年）

購入先の交通支出項目
（旅客 2000年）

0%0%

20%20%

40%40%

60%60%

80%80%

100%100%

鉄道旅客鉄道旅客

道路旅客道路旅客

航空旅客航空旅客

金属金属
製品製品

一般一般
機械機械

電機電機
機械機械

輸送輸送
機械機械

精密精密
機械機械

道路旅客が多いが、電機機械は鉄道が、輸送道路旅客が多いが、電機機械は鉄道が、輸送

機械は航空が比較的多い機械は航空が比較的多い
出典）産業連関表出典）産業連関表・国内貨物運賃表・国内貨物運賃表
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国内物流のモードシェア
（件数 2000年）

国内物流のモードシェア国内物流のモードシェア
（（件数件数 20002000年年））

出典出典）） 物流センサス物流センサス

2.2  2.2  物流センサスから見た製造業物流物流センサスから見た製造業物流

・・ 両産業ともトラック輸送が両産業ともトラック輸送が96%96%（件数ベース）（件数ベース）

・・ 電機は航空、自動車は海運がやや多く利用電機は航空、自動車は海運がやや多く利用

鉄道鉄道 フェリーフェリー 海運海運 航空航空 その他その他

電機機械電機機械 自動車・自動車部品自動車・自動車部品

トラックトラック

96%96%
トラックトラック

96%96%
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時間距離帯別 貨物流動量
（都道府県間流動・重量 2000年）

時間距離帯別時間距離帯別 貨物貨物流動量流動量
（（都道府県間流動・重量都道府県間流動・重量 20002000年年））

出典出典）） 物流センサス物流センサス

自動車の自動車の6565％、電機の％、電機の46%46%が１時間以内の物流量が１時間以内の物流量

⇒⇒ 国内物流は大半が近距離国内物流は大半が近距離
注）注） 距離時間帯別の貨物流動（重量）合計。物流センサス「都道府県間流動量（品目別）距離時間帯別の貨物流動（重量）合計。物流センサス「都道府県間流動量（品目別）

重量」より電気機械、自動車・自動車部品。都道府県間の時間は重量」より電気機械、自動車・自動車部品。都道府県間の時間はNAVINETNAVINETより。より。

時間帯時間帯

（分）（分）

0%0%
10%10%

20%20%
30%30%

0%0%
10%10%

20%20%
30%30%

40%40%
50%50%

60%60%

6060 120120 180180 240240 300300 360360 420420 480480 540540 600600 660660 720720

自動車・自動車部品自動車・自動車部品

電気機械電気機械

6060 120120 180180 240240 300300 360360 420420 480480 540540 600600 660660 720720

時間帯時間帯

（分）（分）
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購入先の輸入比率
（2000年）

購入先の輸入比率
（2000年）

出典）産業連関表出典）産業連関表20002000

・・ 輸入比率は電機機械輸入比率は電機機械13%13%、輸送機械、輸送機械3%3%

中間投入計中間投入計

2.3  2.3  国際貨物物流の動向国際貨物物流の動向

0%0%

20%20%

40%40%

60%60%

80%80%

100%100%

金属金属

機械機械

一般一般

機械機械

電機電機

機械機械

輸送輸送

機械機械

精密精密

機械機械

（（ 同一産業同一産業内内取引の輸入比率は取引の輸入比率は電気機械電気機械2200%% ））

同一産業部門内同一産業部門内

0%0%

20%20%

40%40%

60%60%

80%80%

100%100%

金属金属

機械機械

一般一般

機械機械

電機電機

機械機械

輸送輸送

機械機械

精密精密

機械機械
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販売先の取引額内訳
（2000年）

販売先の取引額内訳
（2000年）

（（同一産業同一産業））
中間投入中間投入

国内最終国内最終

消費消費

0%0%

20%20%

40%40%

60%60%

80%80%

100%100%

輸出輸出

出典）産業連関表出典）産業連関表20002000

金属金属
製品製品

一般一般
機械機械

電機電機
機械機械

輸送輸送
機械機械

精密精密
機械機械

・・ 輸出比率は輸出比率は電機機械、輸送機械とも電機機械、輸送機械とも2525％％
・・ 輸送機械は同一産業輸送機械は同一産業との取引が多いとの取引が多い
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販売先の物流費の比率
（2000年）

販売先の物流費の比率
（2000年）

出典）産業連関表出典）産業連関表20002000

0.0%0.0%

0.5%0.5%

1.0%1.0%

1.5%1.5%

2.0%2.0%

一般機械一般機械 電機機械電機機械 輸送機械輸送機械 精密機械精密機械

内生部門計内生部門計

国内最終需要国内最終需要

輸出輸出

輸出額に占める物流費は輸出額に占める物流費は電機電機1.21.2% % 、輸送機器、輸送機器1.1.66%%
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輸出入の交通機関シェア
（電機機械）

輸出入の交通機関シェア
（電機機械）

・・ 輸出輸出時時の航空利用が増加傾向の航空利用が増加傾向

・・ 金額ベースで輸出は輸入の約２倍金額ベースで輸出は輸入の約２倍

・・ 自動車はほぼ全て海運自動車はほぼ全て海運

輸出輸出 輸入輸入

出典出典))輸出入に係る物流動向調査輸出入に係る物流動向調査

0%0%

20%20%

40%40%

60%60%

80%80%

100%100%

0%0%

20%20%

40%40%

60%60%

80%80%

100%100%

海海

運運

空空

運運

9595 9696 9696 9797 9898 9999 0000 0101 0101 0202 0202 0303 0303 9595 9696 9696 9797 9898 9999 0000 0101 0101 0202 0202 0303 0303
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国際航空貨物
（2003年・輸出・金額）

国際航空貨物
（2003年・輸出・金額）

出典出典））輸出入に係る物流動向調査輸出入に係る物流動向調査

成田成田空港空港

67.267.2%%

関西関西空港空港

24.7% 24.7% 

福岡空港福岡空港

5.5%5.5%

名古屋空港名古屋空港

1.9%1.9% そのその他他

0.7%0.7%

輸出航空貨物の利用空港輸出航空貨物の利用空港

（電機機械（電機機械））

電機機械電機機械

48.3%48.3%一般機械一般機械
14.4%14.4%

再輸出品再輸出品
10.6%10.6%

精密機械類精密機械類
9.0%9.0%

その他その他
17.7%17.7%

輸出航空貨物の主要品目輸出航空貨物の主要品目
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出典）日本の物流コスト出典）日本の物流コスト20052005「流通設計「流通設計2121」」注）有価証券報告書に物流費が記載された企業注）有価証券報告書に物流費が記載された企業

売上高に占める物流費売上高に占める物流費

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

機械機械 電機電機

機器機器
自動車自動車 輸送用輸送用

機器機器
精密機械精密機械非鉄金属非鉄金属

金属製品金属製品

19991999年年
20032003年年

(%)

物流費比率は減少傾向、電機機器1.30%、自動車1.97%

2.4  2.4  物流費の割合物流費の割合



(C) Dr. Katsumi TANABE, Institute for Transport Policy Studies, (C) Dr. Katsumi TANABE, Institute for Transport Policy Studies, 20062006

2121

製造業物流（小括）製造業物流（小括）

●● 電機機械、自動車産業は同一産業内取引が多電機機械、自動車産業は同一産業内取引が多いい

●● 物流支出が多いが、旅客支出も少なくない物流支出が多いが、旅客支出も少なくない

●● 輸送手段の大半はトラック輸送で、近距離物流が大半輸送手段の大半はトラック輸送で、近距離物流が大半

（特に自動車産業）（特に自動車産業）

●● 輸入比率は低く、輸入比率は低く、 輸出比率はやや高い。輸出比率はやや高い。 輸出入時、電輸出入時、電

機機械は航空、自動車は海運を利用する割合が高い機機械は航空、自動車は海運を利用する割合が高い

●● 大規模空港・港湾は国際物流を広範囲から集める大規模空港・港湾は国際物流を広範囲から集める

●● 企業の費用に占める物流費は２％前後企業の費用に占める物流費は２％前後



(C) Dr. Katsumi TANABE, Institute for Transport Policy Studies, (C) Dr. Katsumi TANABE, Institute for Transport Policy Studies, 20062006

2222

本日の発表内容本日の発表内容

１．研究の１．研究の背景と背景と目的目的

２．製造業の物流動向２．製造業の物流動向

３．工場の立地３．工場の立地選択選択要因要因

４．実証分析４．実証分析

５．まとめ５．まとめに代えてに代えて
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都道府県別 製造品出荷額
（電気機械産業）

都道府県別 製造品出荷額
（電気機械産業）

3.1  3.1  基礎データから分かること基礎データから分かること

19701970年年 20002000年年

・・ 関東（東京・神奈川）、大阪が多い関東（東京・神奈川）、大阪が多い

・・ 比較的広い地域に分散比較的広い地域に分散
出典）出典） 工業統計表工業統計表

作成作成）） 高田前研究員高田前研究員

10001000億円以下億円以下

10001000億円億円 -- 30003000億円億円

30003000億円億円 -- 50005000億円億円

50005000億円億円 -- 70007000億円億円

70007000億円億円 -- 11兆円兆円

11兆円兆円 -- 22兆円兆円
22兆円以上兆円以上
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都道府県別 製造品出荷額
（輸送機械産業）

都道府県別 製造品出荷額
（輸送機械産業）

出典）出典） 工業統計表工業統計表
作成作成）） 高田前研究員高田前研究員

1000億円以下

1000億円– 3000億円

3000億円- 5000億円
5000億円- 7000億円

7000億円- 9000億円
9000億円- 1.1兆円

1.1兆円以上

19701970年年

・・ 関東、東海地方が多い関東、東海地方が多い

・・ 特定の都道府県への産業集中度が高い特定の都道府県への産業集中度が高い

20002000年年
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注）新規立地企業のアンケート。注）新規立地企業のアンケート。20022002--20042004年年の合計値の項目別シェアの合計値の項目別シェア 出典）出典） 工場立地動向調査工場立地動向調査

立地地域の選定理由立地地域の選定理由
3.2  3.2  立地要因立地要因

0%0% 5%5% 10%10% 15%15% 20%20% 25%25%

原材料等の入手の便原材料等の入手の便

市場への近接性市場への近接性

本社への近接性本社への近接性

関連企業への近接性関連企業への近接性

経営者等との個人的つながり経営者等との個人的つながり

労働力の確保労働力の確保

県・市・町・村の助成・協力県・市・町・村の助成・協力

地価地価

用地面積の確保が容易用地面積の確保が容易

輸送用機械輸送用機械

電機機械電機機械

輸送用機械産業は「関連企業・本社への近接性を重視」輸送用機械産業は「関連企業・本社への近接性を重視」
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出典）出典） 工場立地動向調査工場立地動向調査

用地取得の容易さ用地取得の容易さをを重視重視

0%0% 5%5% 10%10% 15%15% 20%20% 25%25% 30%30% 35%35%

従業員の通勤の便従業員の通勤の便

その他輸送施設の便その他輸送施設の便

鉄道を利用できる鉄道を利用できる

高速道路を利用できる高速道路を利用できる

港湾を利用できる港湾を利用できる

空港を利用できる空港を利用できる

経営者等との個人的つながり経営者等との個人的つながり

周辺環境からの制約が少ない周辺環境からの制約が少ない

県・市・町・村等のあっせん県・市・町・村等のあっせん

工業団地である工業団地である

必要な用地面積の確保必要な用地面積の確保

立地地点の選定理由立地地点の選定理由

輸送用機械輸送用機械

電機機械電機機械

し、交通は重視せずし、交通は重視せず
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本日の発表内容本日の発表内容

１．研究の１．研究の背景と背景と目的目的

２．製造業の物流動向２．製造業の物流動向

３．工場の立地３．工場の立地選択選択要因要因

４．実証分析４．実証分析

５．まとめ５．まとめに代えてに代えて
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分析手法分析手法分析手法

・・ 19701970--19981998年までの上場企業の工場（有価証券報告書）年までの上場企業の工場（有価証券報告書）

・・ 4747都道府県のうち１つを選ぶ都道府県のうち１つを選ぶconditional logitconditional logit

⇒⇒ 選択肢の属性と選択者の属性によって意思決定選択肢の属性と選択者の属性によって意思決定

地価地価

賃金賃金

可住地面積可住地面積

産業集積産業集積

空港空港・・港湾港湾のの利便性利便性

新幹線駅新幹線駅、、ICICまでの時間までの時間

本社本社までまでの移動時間の移動時間

道路延長道路延長

売り上げ売り上げ

業種業種

輸出比率輸出比率

親会社・子親会社・子

会社会社etcetc

選択者の属性選択者の属性 選択肢の属性選択肢の属性

交通変数交通変数

4.1  4.1  モデルとデータモデルとデータ

基本変数基本変数
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工場から空港 港湾までの時間
（電気機械）

工場から空港工場から空港 港湾までの時間港湾までの時間
（電気機械）（電気機械）

注）注） 移動時間は移動時間はNavinetNavinetで測定。で測定。立地時点での立地時点での自動車による高速道路を使った場合の自動車による高速道路を使った場合の最短最短時間。高速道路以外の時間。高速道路以外の

道路ネットワークは現在のもの。道路ネットワークは現在のもの。港湾は「コンテナ」を取り扱う港湾までの移動時間。港湾は「コンテナ」を取り扱う港湾までの移動時間。

00

2020

4040

6060

8080

100100

120120

140140

00

2020

4040

6060

8080

100100

120120

6060 120120 180180 240240 300300 360360 420420 480480 540540 600600

9090年代年代

8080年代年代

7070年代年代

空港空港 港湾港湾

空港は空港は22時間以内に時間以内に74.8%74.8%が、港湾はが、港湾は51.1%51.1%が立地が立地

((分分))

((件件))

((分分))

((件件))

6060 120120 180180 240240 300300 360360 420420 480480 540540 600600
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工場から本社までの時間工場から本社までの時間工場から本社までの時間

【【本社近くに立地する理由本社近くに立地する理由】】

・・ 本社に近い方が立地候補地の情報を集めやすい本社に近い方が立地候補地の情報を集めやすい

・・ 既存の従業員の交通の便既存の従業員の交通の便

0
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80

100

0

20

40

60

80

100

120

140

160

60 120 180 240 300 360 420 480 540 600 660 720 60 120 180 240 300 360 420 480 540 600 660 720

((分分))

((件件))

((分分))

((件件))

電機機械電機機械 自動車自動車

9090年代年代

8080年代年代

7070年代年代
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交通変数交通変数交通変数

w w ：： 各空港の国際貨物トン数各空港の国際貨物トン数 （港湾：コンテナ数）（港湾：コンテナ数）

d d ：： 各市町村から空港までの移動時間各市町村から空港までの移動時間

●● NAVINETNAVINETによる自動車を使った最短時間による自動車を使った最短時間

（空港、港湾、（空港、港湾、ICIC、新幹線駅）、新幹線駅）

●● 一定時間内に立地しているかどうかのダミー一定時間内に立地しているかどうかのダミー

（空港、港湾、（空港、港湾、ICIC、新幹線駅）、新幹線駅）

●● アクセシビリティ指標（空港、港湾）アクセシビリティ指標（空港、港湾）

●● 工場から本社までの移動時間工場から本社までの移動時間

●● 県民１人あたりの道路延長県民１人あたりの道路延長

== ii ijijiiairportairport ddwwACCACC 22//∑∑
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(0.07)(0.07)

0.690.69

--0.400.40

--2.222.22

電気機械電気機械

0.480.48lnln 可住地面積可住地面積

0.350.35lnln 産業集積産業集積

--1.001.00lnln 地価地価

((--0.44)0.44)lnln 賃金賃金

自動車自動車説明変数説明変数

4.2  4.2  分析結果分析結果

推定結果①
（交通以外の説明変数）

推定結果推定結果①①
（交通以外の説明変数）（交通以外の説明変数）

・・ 電気機械は地価より賃金の違いに強く反応電気機械は地価より賃金の違いに強く反応

・・ 大企業より中小企業の方が賃金、地価に強く反応大企業より中小企業の方が賃金、地価に強く反応

・・ 近年になるほど、賃金の安価な地域を選好近年になるほど、賃金の安価な地域を選好

注）括弧の数字は１％水準で統計的に有意ではないもの注）括弧の数字は１％水準で統計的に有意ではないもの
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推定結果②
（交通関連の説明変数）

推定結果推定結果②②
（交通関連の説明変数）（交通関連の説明変数）

0.550.55

--1.461.46

電気機械電気機械

0.770.77lnln 道路延長道路延長

--1.631.63lnln 本社までの時間本社までの時間

自動車自動車説明変数説明変数

・・ 本社までの時間は統計的に極めて安定本社までの時間は統計的に極めて安定

⇒⇒ 説明変数から外すと説明力が大幅に低下説明変数から外すと説明力が大幅に低下

・・・重要な説明変数・・・重要な説明変数

・・ 本社までの「距離」より「時間」の方が有意本社までの「距離」より「時間」の方が有意

⇒⇒ 高速道路の延伸による時間短縮効果が立地に効果高速道路の延伸による時間短縮効果が立地に効果
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--0.410.41--0.440.44lnln 港湾のｱｸｾｼﾋﾞﾘﾃｨ港湾のｱｸｾｼﾋﾞﾘﾃｨ

--0.390.39--0.150.15lnln 空港のｱｸｾｼﾋﾞﾘﾃｨ空港のｱｸｾｼﾋﾞﾘﾃｨ

電気機械電気機械 自動車自動車説明変数説明変数

推定結果③
（交通関連の説明変数）

推定結果推定結果③③
（交通関連の説明変数）（交通関連の説明変数）

注）オレンジの数値は有意だが、符号条件が予想と異なるもの注）オレンジの数値は有意だが、符号条件が予想と異なるもの

((--0.01)0.01)((--0.13)0.13)lnln 新幹線駅までの時間新幹線駅までの時間

((--0.05)0.05)((--0.11)0.11)lnln ICICまでの時間までの時間

0.470.470.440.44lnln 港湾までの時間港湾までの時間

--0.510.51--0.370.37lnln 空港までの時間空港までの時間

・・ 最寄空港まで近い地域の立地確率は高い最寄空港まで近い地域の立地確率は高い
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推定結果④
（交通関連の説明変数）

推定結果推定結果④④
（交通関連の説明変数）（交通関連の説明変数）

自動車自動車

電機機械電機機械 --6060分分7575分分5555分分

--4040分分100100分分5050分分

ＩＣＩＣ新幹線新幹線港湾港湾空港空港

・・ 空港、港湾、空港、港湾、ICIC、新幹線駅までの時間、新幹線駅までの時間ダミーダミーで推定で推定

⇒⇒ 空港、港湾、新幹線駅は一定時間内にあると工場立空港、港湾、新幹線駅は一定時間内にあると工場立

地確率を高める地確率を高める

最も統計的に有意だった閾値最も統計的に有意だった閾値

物流が主体の港湾は閾値が大きい物流が主体の港湾は閾値が大きい
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（電気機械 90年代）

各説明変数の立地寄与度
（電気機械 90年代）

--5%5%

0%0%

5%5%

10%10%

15%15%

20%20%

25%25%

注）仮想的な全国平均値の理論値を基準として線形近似。本社までの時間は東京に本社があると仮定した場合の値注）仮想的な全国平均値の理論値を基準として線形近似。本社までの時間は東京に本社があると仮定した場合の値

。北海道、東京、神奈川、埼玉、千葉、京都、大阪、兵庫、沖縄を除いた各地域の平均値の立地寄与度。。北海道、東京、神奈川、埼玉、千葉、京都、大阪、兵庫、沖縄を除いた各地域の平均値の立地寄与度。
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近近
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山山
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四四
国国

九九
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九九
州州
南南
部部

産業集積産業集積 賃金賃金

本社までの時間本社までの時間 地価地価

可住地面積可住地面積 一人当たり道路延長一人当たり道路延長

交通ダミー交通ダミー
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--5%5%

0%0%
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15%15%
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九九
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産業集積産業集積 賃金賃金

本社までの時間本社までの時間 地価地価

可住地面積可住地面積 一人当たり道路延長一人当たり道路延長

交通ダミー交通ダミー

各説明変数の立地寄与度
（自動車 90年代）

各説明変数の立地寄与度
（自動車 90年代）
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実証分析の総括実証分析の総括

新幹線新幹線

・・ 一般道路が充実している地域の立地確率は高い一般道路が充実している地域の立地確率は高い

・・ 高速道路は、本社までの時間短縮効果により、高速道路は、本社までの時間短縮効果により、
立地に大きな効果立地に大きな効果 ⇒⇒ 特に特に22時間以内時間以内

・・ ICICに近接しているかどうかは立地と無関係に近接しているかどうかは立地と無関係

道路道路

・・ 空港まで近い地域が工場立地に有利である一方空港まで近い地域が工場立地に有利である一方

、その空港の規模は無関係、その空港の規模は無関係

⇒⇒ 地方空港が人的交流拠点として一定の評価地方空港が人的交流拠点として一定の評価

⇒⇒ 第一種空港への近さは工場立地に影響なし第一種空港への近さは工場立地に影響なし

空港空港

・・ 一定の時間内ならば立地を誘引一定の時間内ならば立地を誘引
港湾港湾
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本日の発表内容本日の発表内容

１．研究の１．研究の背景と背景と目的目的

２．製造業の物流動向２．製造業の物流動向

３．工場の立地３．工場の立地選択選択要因要因

４．実証分析４．実証分析

５．まとめ５．まとめに代えてに代えて
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日本の電気機械メーカーの立地件数
（日本と北米、欧州）

日本の電気機械メーカーの立地件数日本の電気機械メーカーの立地件数
（日本と北米、欧州）（日本と北米、欧州）

出典）出典）海外進出企業総覧海外進出企業総覧注）日本は有価証券報告書から作成したデータで、実際はこれより多い注）日本は有価証券報告書から作成したデータで、実際はこれより多い
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欧州欧州

北米北米日本日本

7070年代は日本、年代は日本、8080年代は欧州、年代は欧州、

9090年代は北米が比較的多い年代は北米が比較的多い

（（件数件数））

（年）（年）



(C) Dr. Katsumi TANABE, Institute for Transport Policy Studies, (C) Dr. Katsumi TANABE, Institute for Transport Policy Studies, 20062006

4141

日本の電気機械メーカーの立地件数
（日本と東アジア、東南アジア、その他アジア）

日本の電気機械メーカーの立地件数日本の電気機械メーカーの立地件数
（日本と東アジア、東南アジア、その他アジア）（日本と東アジア、東南アジア、その他アジア）
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7070 7272 7474 7676 7878 8080 8282 8484 8686 8888 9090 9292 9494 9696 9898 0000 0202

東アジア東アジア

東南アジア東南アジア

日本日本

8080年代後半は東南アジア、年代後半は東南アジア、9090年代年代

は東アジアは東アジア（大半は中国）（大半は中国）が急増が急増

出典）出典）海外進出企業総覧海外進出企業総覧

（（件数件数））

（年）（年）
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外資系企業の工場立地件数
（全業種）

外資系企業の工場立地件数外資系企業の工場立地件数
（全業種）（全業種）
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外資系企業の工場外資系企業の工場

全工場全工場

出典）出典）工場立地動向調査工場立地動向調査注）注）外資系企業の工場とは出資比率が外資系企業の工場とは出資比率が50%50%を超える工場のみを超える工場のみ

全工場全工場

（件数）（件数）
外資系企業の工場外資系企業の工場
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海外との立地競争海外との立地競争海外との立地競争

●● 発展途上国と異なり、日本は最低限のインフラが整備さ発展途上国と異なり、日本は最低限のインフラが整備さ

れ、立地選択に与える影響は限定的れ、立地選択に与える影響は限定的

⇒⇒ 物流だけ考えれば既存の施設で十分物流だけ考えれば既存の施設で十分

⇒⇒ 「「国際間の直接投資競争国際間の直接投資競争」の視点ではどうか？」の視点ではどうか？

●● 魅力的な市場があるのに、工場誘致が進んでいない魅力的な市場があるのに、工場誘致が進んでいない

⇒⇒ １つの原因：大規模港湾・空港の競争力１つの原因：大規模港湾・空港の競争力

日系企業・外資企業を問わず、日本という立地候補地の日系企業・外資企業を問わず、日本という立地候補地の

魅力を下げているのではないか？魅力を下げているのではないか？

この点については今後の研究課題この点については今後の研究課題
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以上で発表を終わります以上で発表を終わります

ご清聴ありがとうございましたご清聴ありがとうございました


